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（２）工業炉向けエネルギー消費量（電力・燃料・合計）（推定値） 
 工業炉向けエネルギー消費量（高位発熱量（HHV））は電力で 181PJ、燃料で

600PJ、合計 781PJと推定された。現状の燃料のエネルギー消費量をアンモニアで換
算すると 2,667 万トンNH3相当、水素で 423 万トン H2相当となる。 

 窯業・土石製品製造業、鉄鋼業（高炉・転炉・電炉除き）のエネルギー消費量が大き
い。 

図表 ES₋2 工業炉向けエネルギー消費量（電力・燃料・合計）（推定値） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）工業炉（燃焼炉）マップ（関東、中京、関西地区） 
 図表 ES-３はアンケート調査で工業炉において燃焼炉の保有回答のあった場所をマッ

ピングしたものである。このように沿岸部のみならず内陸部にも工業炉（燃焼炉）が
存在している。このことはカーボンニュートラル燃料（水素、アンモニア燃料等）に
おいて海外からの海上輸送以外にも国内における陸上輸送対応の課題があることがわ
かる。また沿岸部は主に工業地帯であるのに対して、内陸部は近隣に市街地が広がっ
ていることも推察されるため、内陸部への工業炉のカーボンニュートラル化を展開・
拡大するためには工業炉利用における安全性への課題も考えられる。 

  

 
 

エエググゼゼククテティィブブササママリリーー  

 グリーンイノベーション基金事業「製造分野の熱プロセスの脱炭素化」プロジェクト
で開発された技術の社会実装を進めるためには、国内工業炉の現状把握と、その技術
を改修・リプレースによって実装するためのガイドライン策定や支援制度の考案など
が必要となる。本調査の目的は国内工業炉の現状把握であり、その実態を示す基礎資
料の作成である。 

 調査はアンケート回答方式により金属部品関連産業を中心に９業種※での国内に保有
する工業炉基数、用途、炉種、場所、仕様、エネルギー源・使用量等の項目について
実施した。 
※９業種：窯業・土石製品製造業、鉄鋼業（高炉・転炉・電炉除き）、非鉄金属製造業、金属製品

製造業、はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、情報通信機

械器具製造業、輸送用機械器具製造業 

 主な結果は以下の通りとなる。 
 
（１）国内工業炉の保有数（推定値）  
 調査対象とした 9業種における国内工業炉保有数は約 39,100 基と推定された。 
 内訳として、業種別では金属製品製造業（金属素形材製品製造業、ボルト・ナット・

リベット・小ねじ・木ねじ等製造業など）が約 1.4 万基と全体の約 37%を占めてい
る。同業種は金属製品産業の後工程を担うことも多いため、対象物のサイズが小さ
い。また様々な加工を施すため、多くの炉を保有する必要があることが要因とみられ
る。 

図表 ES₋1 国内工業炉の保有数（推定値） 
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11 章章  調調査査概概要要  

１．１ 背景 
2015 年に採択された「パリ協定」以降、世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて低

く抑えるという世界共通の目標に向け、各国で脱炭素化の動きが進んでいる。我が国におい
ても 2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「2050 年カーボンニュー
トラル」の実現に向け、経済産業省を中心に「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリー
ン成長戦略」が策定され、その戦略を実行に移すための研究開発投資資金としてグリーンイ
ノベーション基金（GI 基金）がNEDO に造成された。この基金は企業の野心的な挑戦を
後押しすることを目的としている。工業炉の脱炭素化を目的とした「製造分野の熱プロセス
の脱炭素化」プロジェクトも 20 プロジェクトの一つとして 2023 年度より開始された。 

 
１．２ 調査目的 
「製造分野の熱プロセスの脱炭素化」プロジェクトでは、製造分野、特に金属部品関連産

業における熱プロセスの脱炭素化に向けた工業炉の技術開発（高炉、転炉、電炉などの上工
程は除いた下工程を対象）を主眼としている。一方で開発された技術の社会実装を進めるに
あたり、国内工業炉の現状把握と、その技術を改修・リプレースによって実装するためのガ
イドライン策定や支援制度の考案などが必要となる。特に工業炉ユーザには中小企業も多
いことからまずは現状把握が重要となる。 
なお過去に実施された工業炉に関する調査はいくつかの報告 1)2)3)4)がある。本プロジェク

トは H26 年度に実施された調査 1)で得られた工業炉実態（国内工業炉保有数など）をベー
スに議論しているが、当時から 10 年余りが経過しているため、現在の国内工業炉保有数を
はじめ、エネルギー使用量、利用形態（素材、熱源、用途など）などの現状把握が必要であ
る。本調査の目的は過去調査のリバイスの位置づけとして現状把握を行うとともに、今後の
カーボンニュートラル化に向けて現在の工業炉の実態を示す基礎資料として活用すること
である。 
 
１．３ 調査方法 
調査は金属部品関連産業を中心に９業種（窯業・土石製品製造業、鉄鋼業（高炉・転炉・

電炉除き）、非鉄金属製造業、金属製品製造業、はん用機械器具製造業、生産用機械器具製
造業、業務用機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業）を対象と
し、国内保有の工業炉基数、用途、炉種、場所、仕様、エネルギー源・使用量等、さらには
省エネやカーボンニュートラルに向けた対応状況について、アンケート方式で実施した。な
おアンケート回答率を高めるために以下の二つの方法を組み合わせた。 
 郵送によるアンケート調査：エネルギー管理指定工場（3,280 件） 
 金属部品関連産業の協会・工業会(5 団体)を通じたメールによるアンケート調査：日本

 
 

図表 ES₋3 工業炉（燃焼炉）マップ（関東、中京、関西地区） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本調査報告書は国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） の委
託業務の結果として、脱炭素産業熱システム技術研究組合（DITS）が取りまとめたもので
す。報告書の内容に関するご質問等は以下にお願いします。 
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２２章章  アアンンケケーートト結結果果  

２．１ 国内工業炉の保有状況 
（１）概況 
 調査対象 9 業種のエネルギー管理指定工場 3,280 事業所を対象にアンケート調査を実

施し、うち 1,371事業所より回答を得た。回答事業所の工業炉保有数は合計 10,089 基
であった。 

 1,371 事業所、10,089 基の回答結果を基に、対象 9 業種における 30人以上の国内総数
20,140 事業所の工業炉保有数は 39,098 基と推定した。 

 業種別では金属製品製造業の保有数が約 14,400 基と保有数が最も多く、情報通信機械
器具製造業は約 200 基と少なくなっている。 

図表２₋1 保有状況の概況 

 
（２）H26 年度調査との比較 
 調査対象 9 業種の工業炉保有数では、本調査が約 39,100 基であるのに対し、平成 26
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れなかった事業所があった。一方で、本調査の対象の事業所数が 20,140 であり、H26
調査より事業所数で 6,600 も多い。また事業所当たりの工業炉の平均保有基数が本調
査では 1.9 基/件、H26 調査では 2.0 基/件と推定されており、同程度となっている。こ
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金属製品製造業 14,380 4,671 2,407 205 143 62

はん用機械器具製造業 2,765 1,774 620 74 38 36
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業務用機械器具製造業 438 1,223 88 48 11 37
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合計 39,098 20,140 10,089 1,371 816 555

業種

全数（従業者数30人以上） 回答結果

 
 

金属熱処理工業会会員企業（188 件）、日本鋳造協会会員企業（336 件）、日本鍛造協会
会員企業（131 件）、日本ダイカスト協会会員企業（195 件）、日本粉末冶金工業会会員
企業（18 件）。 
 

１．４ 調査実施期間 
 令和６年７月～令和７年３月 
 
 
 参考資料：工業炉に関する調査報告書 
1）「平成 26 年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業（工業炉等における省エネルギー
技術に関する実態調査）報告書」 

https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11280804_po_000214.pdf?contentNo=1
（2025 年 9月 22日アクセス） 
2)令和 3 年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（工業炉のカーボン
ニュートラル対応に向けた動向調査） 

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2021FY/000337.pdf （2025年9月22日アクセス） 
3)令和４年度製造基盤技術実態等調査（工業炉のカーボンニュートラル対応に向けた動向
調査） 

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2022FY/000689.pdf （2025年9月22日アクセス） 
4)令和 4 年度 エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（工業炉及び産業用ボイ
ラにおける二酸化炭素排出等実態調査） 

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2022FY/000687.pdf （2025年9月22日アクセス） 
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２２章章  アアンンケケーートト結結果果  

２．１ 国内工業炉の保有状況 
（１）概況 
 調査対象 9 業種のエネルギー管理指定工場 3,280 事業所を対象にアンケート調査を実

施し、うち 1,371事業所より回答を得た。回答事業所の工業炉保有数は合計 10,089 基
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 業種別では金属製品製造業の保有数が約 14,400 基と保有数が最も多く、情報通信機械
器具製造業は約 200 基と少なくなっている。 
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２．２ アンケート回答結果 
（１）アンケート回答結果の詳細（事業所数） 
 調査対象 9 業種のエネルギー管理指定工場 3,280事業所を対象にアンケート調査を実

施した。回答数は 1,371件で、このうち工業炉を保有している事業所が 816 件、保有
していない事業所が 555 件であった。工業炉保有のみの回答率が約 25%、未保有を含
めると約 42%であった。 
 

図表２₋3 アンケート回答結果の詳細（事業所数） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【回答状況（エネルギー管理指定工場）】 （単位：件）

事業所数 平均保有基数 事業所数 平均保有基数

窯業・土石製品製造業 1,329 147 9 215 6.2

鉄鋼業 1,439 166 8.7 202 7.1

非鉄金属製造業 1,734 100 17.3 127 13.7

金属製品製造業 2,407 143 16.8 205 11.7

はん用機械器具製造業 620 38 16.3 74 8.4

生産用機械器具製造業 297 40 7.4 92 3.2

業務用機械器具製造業 88 11 8 48 1.8

情報通信機械器具製造業 34 4 8.5 19 1.8

輸送用機械器具製造業 2,141 167 12.8 389 5.5

合計 10,089 816 12.4 1,371 7.4

業種 工業炉保有数
保有のみ 未保有含む

 

れらのことから、仮に H26 調査において本調査と同数程度の対象事業所数とするなら
ば、工業炉保有数も本調査と同程度となり、本調査と H26調査の結果には大きな差異
がないものと判断できる。 

 なお H26調査と本調査の比較で、平均保有基数の減少（2.0 基/件→1.9基/件）は製造
事業所の集約や金属加工プロセスの海外委託などの影響と推察される。 
 

図表２₋2 本調査と H26調査との比較 
 

 
  

工業炉保有数 平均保有数 事業所数 工業炉保有数 平均保有数 事業所数

（基） （基/件） （件） （基） （基/件） （件）

窯業・土石製品製造業 4,184 2.7 1,538 2,860 2 1,427

鉄鋼業 4,090 3.1 1,299 2,232 1.8 1,220

非鉄金属製造業 5,633 6.2 909 2,073 2.6 790

金属製品製造業 14,380 3.1 4,671 6,764 1.7 3,926

はん用機械器具製造業 2,765 1.6 1,774 1,295 2.3 555

生産用機械器具製造業 1,446 0.3 4,230 2,867 1.9 1,480

業務用機械器具製造業 438 0.4 1,223 387 1 387

情報通信機械器具製造業 184 0.4 497 148 1 148

輸送用機械器具製造業 5,978 1.5 3,999 7,661 2.2 3,526

合計 39,098 1.9 20,140 26,287 2 13,459

業種

本調査 H26度調査
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２．２ アンケート回答結果 
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（３）H26 調査との比較 
 調査対象 9 業種では、本調査が 1,371 件、10,089 基と回答取得件数、工業炉保有数と

もに多かった。 
 本調査では工業炉のみを対象としたため、回答事業所に占める工業炉保有事業所の割

合が高くなっており、比例して平均保有基数も多くなっている。H26 調査は加温・加
熱装置、モータの調査も同時に実施しており、工業炉を保有しない事業所からの回答も
多かったことが推測される。 

 
図表２₋5 本調査と H26調査との回答状況比較 

 
 
  

回答事業所数 工業炉基数 平均基数 回答事業所数 工業炉基数 平均基数

窯業・土石製品製造業 215 1,329 6.2 93 262 2.8

鉄鋼業 202 1,439 7.1 260 676 2.6

非鉄金属製造業 127 1,734 13.7 223 595 2.7

金属製品製造業 205 2,407 11.7 310 647 2.1

はん用機械器具製造業 74 620 8.4 23 66 2.9

生産用機械器具製造業 92 297 3.2 25 49 2

業務用機械器具製造業 48 88 1.8 2 2 1

情報通信機械器具製造業 19 34 1.8 5 5 1

輸送用機械器具製造業 389 2,141 5.5 202 603 3

合計 1,371 10,089 7.4 1,143 2,905 2.5

H26調査

　　　（単位：件、基）

業種
本調査

 
 

（２）アンケート回答結果の詳細（工業炉保有数） 
 工業炉を保有している 816 事業所が、保有している工業炉は 10,089 基であった。平均

保有基 
 数は保有事業所数をベースにすると 12.4 基/件、未保有事業所を含めた回答事業所全

件 1,371件をベースとすると 7.4基/件となる。 
 非鉄金属製造業、金属製品製造業の平均保有基数は 10 基を超えている。一方で、業務

用機械器具製造業、情報通信機械器具製造業は未保有事業所の割合が高く、2基を下回
っている。 

 
図表２₋４ アンケート回答結果の詳細（工業炉保有数） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【回答状況（エネルギー管理指定工場）】 （単位：件）

工業炉保有 工業炉未保有 合計 保有のみ 未保有含む

窯業・土石製品製造業 147 68 215 461 31.9% 46.6%

鉄鋼業 166 36 202 497 33.4% 40.6%

非鉄金属製造業 100 27 127 321 31.2% 39.6%

金属製品製造業 143 62 205 432 33.1% 47.5%

はん用機械器具製造業 38 36 74 218 17.4% 33.9%

生産用機械器具製造業 40 52 92 200 20.0% 46.0%

業務用機械器具製造業 11 37 48 121 9.1% 39.7%

情報通信機械器具製造業 4 15 19 53 7.5% 35.8%

輸送用機械器具製造業 167 222 389 977 17.1% 39.8%

合計 816 555 1,371 3,280 24.9% 41.8%

業種
回答事業所

総数
回答率

6

調査報告書：工業炉の脱炭素化に向けた実態調査

 
 
 
 

調調査査報報告告書書  

  

  

  

「「工工業業炉炉のの脱脱炭炭素素化化にに向向けけたた実実態態調調査査」」  

  

 

令令和和 77 年年 1122 月月  

 

 
 
 
  

1093100_本文.indd   61093100_本文.indd   6 2026/02/13   12:38:592026/02/13   12:38:59



 
 

（３）H26 調査との比較 
 調査対象 9 業種では、本調査が 1,371 件、10,089 基と回答取得件数、工業炉保有数と

もに多かった。 
 本調査では工業炉のみを対象としたため、回答事業所に占める工業炉保有事業所の割

合が高くなっており、比例して平均保有基数も多くなっている。H26 調査は加温・加
熱装置、モータの調査も同時に実施しており、工業炉を保有しない事業所からの回答も
多かったことが推測される。 

 
図表２₋5 本調査と H26調査との回答状況比較 

 
 
  

回答事業所数 工業炉基数 平均基数 回答事業所数 工業炉基数 平均基数

窯業・土石製品製造業 215 1,329 6.2 93 262 2.8

鉄鋼業 202 1,439 7.1 260 676 2.6

非鉄金属製造業 127 1,734 13.7 223 595 2.7

金属製品製造業 205 2,407 11.7 310 647 2.1

はん用機械器具製造業 74 620 8.4 23 66 2.9

生産用機械器具製造業 92 297 3.2 25 49 2

業務用機械器具製造業 48 88 1.8 2 2 1

情報通信機械器具製造業 19 34 1.8 5 5 1

輸送用機械器具製造業 389 2,141 5.5 202 603 3

合計 1,371 10,089 7.4 1,143 2,905 2.5

H26調査

　　　（単位：件、基）

業種
本調査

 
 

（２）アンケート回答結果の詳細（工業炉保有数） 
 工業炉を保有している 816 事業所が、保有している工業炉は 10,089 基であった。平均

保有基 
 数は保有事業所数をベースにすると 12.4 基/件、未保有事業所を含めた回答事業所全

件 1,371件をベースとすると 7.4基/件となる。 
 非鉄金属製造業、金属製品製造業の平均保有基数は 10 基を超えている。一方で、業務

用機械器具製造業、情報通信機械器具製造業は未保有事業所の割合が高く、2基を下回
っている。 

 
図表２₋４ アンケート回答結果の詳細（工業炉保有数） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【回答状況（エネルギー管理指定工場）】 （単位：件）

工業炉保有 工業炉未保有 合計 保有のみ 未保有含む

窯業・土石製品製造業 147 68 215 461 31.9% 46.6%

鉄鋼業 166 36 202 497 33.4% 40.6%

非鉄金属製造業 100 27 127 321 31.2% 39.6%

金属製品製造業 143 62 205 432 33.1% 47.5%

はん用機械器具製造業 38 36 74 218 17.4% 33.9%

生産用機械器具製造業 40 52 92 200 20.0% 46.0%

業務用機械器具製造業 11 37 48 121 9.1% 39.7%

情報通信機械器具製造業 4 15 19 53 7.5% 35.8%

輸送用機械器具製造業 167 222 389 977 17.1% 39.8%

合計 816 555 1,371 3,280 24.9% 41.8%

業種
回答事業所

総数
回答率
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（２）事業所数 
 H26 調査と同じく 30 人以上の事業所を母数とした。 
 2023年経済構造実態調査では、調査対象 9業種で 20,140 事業所であった。 
 アンケート対象としたエネルギー管理指定（エネ管）事業所は 3,280事業所であったた

め、指定外（非エネ管）事業所は 16,860 事業所となる。 
 鉄鋼業、非鉄金属製造業は 4 割弱がエネ管事業所であるのに対し、生産用機械器具製

造業は 5%程度と、業種による差異が大きい。 
 

図表２₋7 事業所数（従業員数別およびエネ管・非エネ管） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典︓2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査「産業別」統計表データ 

 
  

30人~99人 100人~299人 300人以上 計 エネ管 非エネ管

窯業・土石製品製造業 1,205 270 63 1,538 461 1,077

鉄鋼業 910 297 92 1,299 497 802

非鉄金属製造業 573 249 87 909 321 588

金属製品製造業 3,821 743 107 4,671 432 4,239

はん用機械器具製造業 1,189 399 186 1,774 218 1,556

生産用機械器具製造業 3,154 804 272 4,230 200 4,030

業務用機械器具製造業 796 310 117 1,223 121 1,102

情報通信機械器具製造業 286 133 78 497 53 444

輸送用機械器具製造業 2,371 1,050 578 3,999 977 3,022

合計 14,305 4,255 1,580 20,140 3,280 16,860

業種
事業所数

 
 

２．３ 国内工業炉保有数の推定 
（１）推計フロー 
 本調査にて得られた 1,371 事業所、10,089 基のアンケート回答を基に国内工業炉保有

数を推定した。 
 対象は H26 調査の前提にならい、従業者数 30 人以上の事業所を対象とした。 
 アンケート対象がエネルギー管理指定工場であったため、30 人以上の事業所であり、

エネルギー管理指定ではない事業所については、経済構造実態調査の従業者数規模別
事業所数および従業者規模別製造品出荷額等を用いて、平均保有基数の推定を行った。 

 
図表２₋6 工業炉保有数推計フロー 
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（２）事業所数 
 H26 調査と同じく 30 人以上の事業所を母数とした。 
 2023年経済構造実態調査では、調査対象 9業種で 20,140 事業所であった。 
 アンケート対象としたエネルギー管理指定（エネ管）事業所は 3,280事業所であったた

め、指定外（非エネ管）事業所は 16,860 事業所となる。 
 鉄鋼業、非鉄金属製造業は 4 割弱がエネ管事業所であるのに対し、生産用機械器具製

造業は 5%程度と、業種による差異が大きい。 
 

図表２₋7 事業所数（従業員数別およびエネ管・非エネ管） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典︓2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査「産業別」統計表データ 
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業務用機械器具製造業 796 310 117 1,223 121 1,102

情報通信機械器具製造業 286 133 78 497 53 444

輸送用機械器具製造業 2,371 1,050 578 3,999 977 3,022

合計 14,305 4,255 1,580 20,140 3,280 16,860
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２．３ 国内工業炉保有数の推定 
（１）推計フロー 
 本調査にて得られた 1,371 事業所、10,089 基のアンケート回答を基に国内工業炉保有

数を推定した。 
 対象は H26 調査の前提にならい、従業者数 30 人以上の事業所を対象とした。 
 アンケート対象がエネルギー管理指定工場であったため、30 人以上の事業所であり、

エネルギー管理指定ではない事業所については、経済構造実態調査の従業者数規模別
事業所数および従業者規模別製造品出荷額等を用いて、平均保有基数の推定を行った。 

 
図表２₋6 工業炉保有数推計フロー 
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（４）従業者数規模別製造品出荷額 
 事業所数の比率を基に、製造品出荷額等を按分した。従業者数規模の大きい事業所での

製造品出荷額等ウエイトが高い影響で、エネ管指定事業所の占める割合が高くなって
いる。 

 鉄鋼業、輸送用機械器具製造業はエネ管比率が 8 割超である。一方、金属製品製造業
は 4割未満となっており、業種による差異は大きい。 
 

図表２₋9 従業者数規模別製造品出荷額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典︓2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査「産業別」統計表データ 

 
  

比率 出荷額 比率 出荷額 比率 出荷額

窯業・土石製品製造業 1,940 10.6% 206 1,806 100.0% 1,806 1,690 100.0% 1,690 5,436 3,702 1,734

鉄鋼業 3,420 11.9% 406 4,454 100.0% 4,454 13,654 100.0% 13,654 21,528 18,514 3,014

非鉄金属製造業 2,512 0.0% 0 3,306 94.0% 3,107 6,625 100.0% 6,625 12,444 9,732 2,712

金属製品製造業 5,631 0.0% 0 4,180 43.7% 1,828 2,443 100.0% 2,443 12,254 4,272 7,982

はん用機械器具製造業 1,721 0.0% 0 2,308 8.0% 185 7,576 100.0% 7,576 11,604 7,761 3,844

生産用機械器具製造業 4,365 0.0% 0 4,425 0.0% 0 13,202 73.5% 9,707 21,992 9,707 12,285

業務用機械器具製造業 1,159 0.0% 0 1,854 1.3% 24 3,121 100.0% 3,121 6,133 3,145 2,989

情報通信機械器具製造業 418 0.0% 0 1,251 0.0% 0 4,376 67.9% 2,974 6,045 2,974 3,072

輸送用機械器具製造業 3,771 0.0% 0 6,271 38.0% 2,383 59,077 100.0% 59,077 69,119 61,460 7,659

合計 24,937 2.5% 612 29,857 46.2% 13,788 111,763 95.6% 106,866 166,556 121,266 45,290

エネ管
全体 エネ管 非エネ管

業種

30人~99人 100人~299人 300人以上 合計

出荷額
エネ管

出荷額
エネ管

出荷額

 
 

（３）従業者数規模別事業所数 
 従業者数規模別にエネ管事業所の比率を算出した。便宜上、従業者数規模の大きい区分

から順にエネ管事業所とした。 
 エネ管事業所の占める割合の高い業種は、従業者数規模の小さい区分でもエネ管指定

事業所が一定割合を占めるが、低い業種ではエネ管事業所は 300 人以上の事業所のみ
となっている。 

 
図表２₋8 従業者数規模別事業所数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典︓2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査「産業別」統計表データ 

 
  

事業所数 エネ管 非エネ管 事業所数 エネ管 非エネ管 事業所数 エネ管 非エネ管

窯業・土石製品製造業 1,205 10.6% 89.4% 270 100.0% 0.0% 63 100.0% 0.0%

鉄鋼業 910 11.9% 88.1% 297 100.0% 0.0% 92 100.0% 0.0%

非鉄金属製造業 573 0.0% 100.0% 249 94.0% 6.0% 87 100.0% 0.0%

金属製品製造業 3,821 0.0% 100.0% 743 43.7% 56.3% 107 100.0% 0.0%

はん用機械器具製造業 1,189 0.0% 100.0% 399 8.0% 92.0% 186 100.0% 0.0%

生産用機械器具製造業 3,154 0.0% 100.0% 804 0.0% 100.0% 272 73.5% 26.5%

業務用機械器具製造業 796 0.0% 100.0% 310 1.3% 98.7% 117 100.0% 0.0%

情報通信機械器具製造業 286 0.0% 100.0% 133 0.0% 100.0% 78 67.9% 32.1%

輸送用機械器具製造業 2,371 0.0% 100.0% 1,050 38.0% 62.0% 578 100.0% 0.0%

業種
30人~99人 100人~299人 300人以上

（単位︓件）
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（４）従業者数規模別製造品出荷額 
 事業所数の比率を基に、製造品出荷額等を按分した。従業者数規模の大きい事業所での

製造品出荷額等ウエイトが高い影響で、エネ管指定事業所の占める割合が高くなって
いる。 

 鉄鋼業、輸送用機械器具製造業はエネ管比率が 8 割超である。一方、金属製品製造業
は 4割未満となっており、業種による差異は大きい。 
 

図表２₋9 従業者数規模別製造品出荷額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典︓2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査「産業別」統計表データ 

 
  

比率 出荷額 比率 出荷額 比率 出荷額

窯業・土石製品製造業 1,940 10.6% 206 1,806 100.0% 1,806 1,690 100.0% 1,690 5,436 3,702 1,734

鉄鋼業 3,420 11.9% 406 4,454 100.0% 4,454 13,654 100.0% 13,654 21,528 18,514 3,014

非鉄金属製造業 2,512 0.0% 0 3,306 94.0% 3,107 6,625 100.0% 6,625 12,444 9,732 2,712

金属製品製造業 5,631 0.0% 0 4,180 43.7% 1,828 2,443 100.0% 2,443 12,254 4,272 7,982

はん用機械器具製造業 1,721 0.0% 0 2,308 8.0% 185 7,576 100.0% 7,576 11,604 7,761 3,844

生産用機械器具製造業 4,365 0.0% 0 4,425 0.0% 0 13,202 73.5% 9,707 21,992 9,707 12,285

業務用機械器具製造業 1,159 0.0% 0 1,854 1.3% 24 3,121 100.0% 3,121 6,133 3,145 2,989

情報通信機械器具製造業 418 0.0% 0 1,251 0.0% 0 4,376 67.9% 2,974 6,045 2,974 3,072

輸送用機械器具製造業 3,771 0.0% 0 6,271 38.0% 2,383 59,077 100.0% 59,077 69,119 61,460 7,659

合計 24,937 2.5% 612 29,857 46.2% 13,788 111,763 95.6% 106,866 166,556 121,266 45,290

エネ管
全体 エネ管 非エネ管

業種

30人~99人 100人~299人 300人以上 合計

出荷額
エネ管

出荷額
エネ管

出荷額

 
 

（３）従業者数規模別事業所数 
 従業者数規模別にエネ管事業所の比率を算出した。便宜上、従業者数規模の大きい区分

から順にエネ管事業所とした。 
 エネ管事業所の占める割合の高い業種は、従業者数規模の小さい区分でもエネ管指定

事業所が一定割合を占めるが、低い業種ではエネ管事業所は 300 人以上の事業所のみ
となっている。 

 
図表２₋8 従業者数規模別事業所数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典︓2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査「産業別」統計表データ 
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窯業・土石製品製造業 1,205 10.6% 89.4% 270 100.0% 0.0% 63 100.0% 0.0%

鉄鋼業 910 11.9% 88.1% 297 100.0% 0.0% 92 100.0% 0.0%

非鉄金属製造業 573 0.0% 100.0% 249 94.0% 6.0% 87 100.0% 0.0%
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（６）1事業所あたりの平均製造品出荷額等 
 （５）の結果（図表２－10）を用いてエネ管、非エネ管それぞれの 1 事業所あたりの

平均製造品出荷額等を算出した。 
 エネ管事業所は、1事業所あたりの製造品出荷額等が非エネ管事業所の 5～25 倍と、事

業規模がかなり大きい。 
 

図表２₋11 1事業所あたりの平均製造品出荷額等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典︓2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査「産業別」統計表データ 

 
 
 
  

平均出荷額等比

事業所数 製造品出荷額等 平均出荷額等 事業所数 製造品出荷額等 平均出荷額等 （エネ管/非エネ
管）

窯業・土石製品製造業 461 3,702 8 1,077 1,734 1.6 5.0

鉄鋼業 497 18,514 37.3 802 3,014 3.8 9.9

非鉄金属製造業 321 9,732 30.3 588 2,712 4.6 6.6

金属製品製造業 432 4,272 9.9 4,239 7,982 1.9 5.3

はん用機械器具製造業 218 7,761 35.6 1,556 3,844 2.5 14.4

生産用機械器具製造業 200 9,707 48.5 4,030 12,285 3 15.9

業務用機械器具製造業 121 3,145 26 1,102 2,989 2.7 9.6

情報通信機械器具製造業 53 2,974 56.1 444 3,072 6.9 8.1

輸送用機械器具製造業 977 61,460 62.9 3,022 7,659 2.5 24.8

合計 3,280 121,266 37 16,860 45,290 2.7 13.8

業種
エネ管指定 非エネ管

 
 

（５）事業所数/製造品出荷額等におけるエネ管比率 
 事業所数ではエネ管の占める割合は 5%～40%だが、製造品出荷額等では 35～90%と

なっている。両者を比較すると、エネ管比率が 25～65 ポイント増加しており、相対的
に少ないエネ管事業所が、製造品出荷額等では高い割合を占めている状況となってい
る。 

図表２₋10 事業所数/製造品出荷額等におけるエネ管比率 

 
出典︓2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査「産業別」統計表データ 
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鉄鋼業 1,299 38.3% 61.7% 21,528 86.0% 14.0% 47.7

非鉄金属製造業 909 35.3% 64.7% 12,444 78.2% 21.8% 42.9

金属製品製造業 4,671 9.2% 90.8% 12,254 34.9% 65.1% 25.6

はん用機械器具製造業 1,774 12.3% 87.7% 11,604 66.9% 33.1% 54.6

生産用機械器具製造業 4,230 4.7% 95.3% 21,992 44.1% 55.9% 39.4

業務用機械器具製造業 1,223 9.9% 90.1% 6,133 51.3% 48.7% 41.4

情報通信機械器具製造業 497 10.7% 89.3% 6,045 49.2% 50.8% 38.5

輸送用機械器具製造業 3,999 24.4% 75.6% 69,119 88.9% 11.1% 64.5

合計 20,140 16.3% 83.7% 166,556 72.8% 27.2% 56.5
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（６）1事業所あたりの平均製造品出荷額等 
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平均出荷額等比

事業所数 製造品出荷額等 平均出荷額等 事業所数 製造品出荷額等 平均出荷額等 （エネ管/非エネ
管）

窯業・土石製品製造業 461 3,702 8 1,077 1,734 1.6 5.0

鉄鋼業 497 18,514 37.3 802 3,014 3.8 9.9

非鉄金属製造業 321 9,732 30.3 588 2,712 4.6 6.6

金属製品製造業 432 4,272 9.9 4,239 7,982 1.9 5.3

はん用機械器具製造業 218 7,761 35.6 1,556 3,844 2.5 14.4

生産用機械器具製造業 200 9,707 48.5 4,030 12,285 3 15.9

業務用機械器具製造業 121 3,145 26 1,102 2,989 2.7 9.6

情報通信機械器具製造業 53 2,974 56.1 444 3,072 6.9 8.1

輸送用機械器具製造業 977 61,460 62.9 3,022 7,659 2.5 24.8

合計 3,280 121,266 37 16,860 45,290 2.7 13.8

業種
エネ管指定 非エネ管

 
 

（５）事業所数/製造品出荷額等におけるエネ管比率 
 事業所数ではエネ管の占める割合は 5%～40%だが、製造品出荷額等では 35～90%と

なっている。両者を比較すると、エネ管比率が 25～65 ポイント増加しており、相対的
に少ないエネ管事業所が、製造品出荷額等では高い割合を占めている状況となってい
る。 

図表２₋10 事業所数/製造品出荷額等におけるエネ管比率 

 
出典︓2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査「産業別」統計表データ 

 
  

エネ管比率の

増加ポイント

件 エネ管 非エネ管 十億円 エネ管 非エネ管 （出荷額/事
業所）

窯業・土石製品製造業 1,538 30.0% 70.0% 5,436 68.1% 31.9% 38.1

鉄鋼業 1,299 38.3% 61.7% 21,528 86.0% 14.0% 47.7

非鉄金属製造業 909 35.3% 64.7% 12,444 78.2% 21.8% 42.9

金属製品製造業 4,671 9.2% 90.8% 12,254 34.9% 65.1% 25.6

はん用機械器具製造業 1,774 12.3% 87.7% 11,604 66.9% 33.1% 54.6

生産用機械器具製造業 4,230 4.7% 95.3% 21,992 44.1% 55.9% 39.4

業務用機械器具製造業 1,223 9.9% 90.1% 6,133 51.3% 48.7% 41.4

情報通信機械器具製造業 497 10.7% 89.3% 6,045 49.2% 50.8% 38.5

輸送用機械器具製造業 3,999 24.4% 75.6% 69,119 88.9% 11.1% 64.5

合計 20,140 16.3% 83.7% 166,556 72.8% 27.2% 56.5

業種
事業所数 製造品出荷額等

13

調査報告書：工業炉の脱炭素化に向けた実態調査

 
 
 
 

調調査査報報告告書書  

  

  

  

「「工工業業炉炉のの脱脱炭炭素素化化にに向向けけたた実実態態調調査査」」  

  

 

令令和和 77 年年 1122 月月  

 

 
 
 
  

1093100_本文.indd   131093100_本文.indd   13 2026/02/13   12:38:592026/02/13   12:38:59



 
 

２．４ 国内工業炉の詳細分析 
（１） 業種別工業炉保有数 
 金属製品製造業が 4 割弱を占め、保有台数の最も多い業種となっている。9業種の中で

事業所数が最も多く、製品や用途によって複数の炉を保有する事業所が多いことが要
因とみられる。 

 窯業・土石製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、輸送用機械器具製造業がそれぞれ 1
割程度を占めている。窯業・土石製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業は平均保有基数
が多く、輸送用機械器具製造業は事業所数が多い。 

 生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、情報通信機械器具製造業は、平均保有
基数が 1台を下回っており、炉を保有する事業所が少ないことが推測される。 
 

図表２₋14 業種別工業炉保有数 
 

 
 
 
 
  

 
 

（７）非エネ管事業所の平均保有基数の推定 
 エネ管指定の平均保有基数に対して、平均出荷額等比を乗じて非エネ管の平均保有基

数とした。 
図表２₋12 非エネ管事業所の平均保有基数の推定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）工業炉保有数 
 エネ管、非エネ管とも事業所数に平均保有基数を乗じて、工業炉保有数を算出した。対

象 9業種で合計 3.9万基と推定される。 
 

図表２₋13 工業炉保有数の推定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位︓基/件）

平均保有基数 平均保有基数

（未保有含む） （非エネ管）

窯業・土石製品製造業 6.2 5 1.2
鉄鋼業 7.1 9.9 0.7
非鉄金属製造業 13.7 6.6 2.1
金属製品製造業 11.7 5.3 2.2
はん用機械器具製造業 8.4 14.4 0.6
生産用機械器具製造業 3.2 15.9 0.2
業務用機械器具製造業 1.8 9.6 0.2
情報通信機械器具製造業 1.8 8.1 0.2
輸送用機械器具製造業 5.5 24.8 0.2

業種 平均出荷額等比

（単位︓件、基/件、基）

事業所数 平均保有基
数 保有基数 事業所数 平均保有基

数 保有基数 事業所数 平均保有基
数 保有基数

窯業・土石製品製造業 461 6.2 2,849 1,077 1.2 1,335 1,538 2.7 4,184

鉄鋼業 497 7.1 3,529 802 0.7 561 1,299 3.1 4,090

非鉄金属製造業 321 13.7 4,398 588 2.1 1,235 909 6.2 5,633

金属製品製造業 432 11.7 5,054 4,239 2.2 9,326 4,671 3.1 14,380

はん用機械器具製造業 218 8.4 1,831 1,556 0.6 934 1,774 1.6 2,765

生産用機械器具製造業 200 3.2 640 4,030 0.2 806 4,230 0.3 1,446

業務用機械器具製造業 121 1.8 218 1,102 0.2 220 1,223 0.4 438

情報通信機械器具製造業 53 1.8 95 444 0.2 89 497 0.4 184

輸送用機械器具製造業 977 5.5 5,374 3,022 0.2 604 3,999 1.5 5,978

合計 3,280 7.3 23,988 16,860 0.9 15,110 20,140 1.9 39,098

業種
エネ管 非エネ管 合計
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２．４ 国内工業炉の詳細分析 
（１） 業種別工業炉保有数 
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（７）非エネ管事業所の平均保有基数の推定 
 エネ管指定の平均保有基数に対して、平均出荷額等比を乗じて非エネ管の平均保有基

数とした。 
図表２₋12 非エネ管事業所の平均保有基数の推定 
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（３）用途別工業炉保有数 
 用途別では熱処理が約半数を占めている。熱処理は焼入れ、焼鈍し、焼き戻し、浸炭な

ど実際の用途が幅広いことが要因とみられる。 
 溶解、加熱・均熱、乾燥がそれぞれ約 1 割を占めている。 
 その他は未回答が大半を占め、残りは反応、脱臭などである。 

 
図表２₋16 用途別工業炉保有数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）素材別工業炉保有数 
 素材別では鉄が約 6 割、非鉄が約 3 割と、鉄用工業炉が多数となっている。 
 鉄や鋼は価格、強度を両立し、幅広い用途で活用されており、小さな部品に対しても熱

処理が行われていることで、工業炉数が多くなっていると推測される。 
 その他は、非回答の他、樹脂や化学薬品などが含まれる。 

 
図表２₋17 素材別工業炉保有数 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

（２）エネ管・非エネ管別工業炉保有数 
 全体ではエネ管が約 6割、非エネ管が約 4割となっている。 
 輸送用機械器具製造業はエネ管事業所の比率が高く、基数ベースで約 9 割と非常に高

くなっている。一方で金属製品製造業はエネルギー消費量の少ない事業所でも工業炉
を保有しており、非エネ管が 2/3を占めている。 

 
図表２₋15 エネ管・非エネ管別工業炉保有数 
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（７）加熱方式×用途別工業炉保有数 
 熱処理炉約 18,000 基のうち、抵抗加熱炉が約 6,400 基、燃焼間接加熱が約 4,700基、

直火が約 3,200 基と、抵抗加熱熱処理炉が最も多い。 
 誘導加熱では溶解炉が過半を占めるなど、加熱方式別で用途による特徴が現れている。 

 
図表２₋20 加熱方式×用途別工業炉保有数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

（５）熱源別工業炉保有数 
 熱源別では燃焼と電気がそれぞれ 4 割強と 2 分している状況である。ハイブリッド炉

も約 1 割を占めている。 
 その他は、非回答や不明などである。 

 
図表２₋18 熱源別工業炉保有数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）加熱方式別工業炉保有数 
 燃焼は直火と間接加熱で二分されている。一方、電気の内訳は抵抗加熱が約 7 割、誘

導加熱が約 2割、アーク加熱が数%と、抵抗加熱中心である。ハイブリッドでは抵抗加
熱と燃焼の併用が大半となっており、燃焼の中でも間接加熱の比率が高い。 
 

図表２₋19 加熱方式別工業炉保有数 
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（７）加熱方式×用途別工業炉保有数 
 熱処理炉約 18,000 基のうち、抵抗加熱炉が約 6,400 基、燃焼間接加熱が約 4,700基、

直火が約 3,200 基と、抵抗加熱熱処理炉が最も多い。 
 誘導加熱では溶解炉が過半を占めるなど、加熱方式別で用途による特徴が現れている。 

 
図表２₋20 加熱方式×用途別工業炉保有数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

（５）熱源別工業炉保有数 
 熱源別では燃焼と電気がそれぞれ 4 割強と 2 分している状況である。ハイブリッド炉

も約 1 割を占めている。 
 その他は、非回答や不明などである。 

 
図表２₋18 熱源別工業炉保有数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）加熱方式別工業炉保有数 
 燃焼は直火と間接加熱で二分されている。一方、電気の内訳は抵抗加熱が約 7 割、誘

導加熱が約 2割、アーク加熱が数%と、抵抗加熱中心である。ハイブリッドでは抵抗加
熱と燃焼の併用が大半となっており、燃焼の中でも間接加熱の比率が高い。 
 

図表２₋19 加熱方式別工業炉保有数 
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（２） 非鉄 
 非鉄金属用では、電気炉が燃焼炉をわずかに上回っている。電気炉では熱処理炉、燃焼

炉では溶解炉が多い。また、ダイカストマシンなどで必要となる保持炉の台数が多いこ
とも特徴である。 

 溶解では燃焼中心だが、その他の保持、加熱・均熱、熱処理では電気熱源が多い。 
 

図表２₋22 非鉄鉄素材用 工業炉保有数内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

２．５ 素材別工業炉内訳 
（１） 鉄 
 鉄素材用工業炉は熱処理用途が最も多い。内訳としては抵抗加熱が約 4,300 基と多い

が、熱源別ではやや燃焼の比率が高い。 
 誘導溶解炉も約 900 基と一定の割合があり、電気熱源炉も導入が進んでいる。 
 

図表２₋21 鉄素材用 工業炉保有数内訳 
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２．５ 素材別工業炉内訳 
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が、熱源別ではやや燃焼の比率が高い。 
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（２） 工業炉向けエネルギー消費量：推定フロー 
 工業炉向けエネルギー消費量は、アンケート回答を基にした、工業炉保有率および工業

炉保有事業所におけるエネルギー消費量に占める工業炉向けの比率を用いて推定を行
った。 

 エネルギー消費統計の直接エネルギー投入量を母数とし、前述の比率を乗ずることで
算出した。アンケート回答事業所では使用していない燃料種もあるため、燃料は燃料合
計として推定した。 

 なお、鉄鋼業の燃料は、高炉、転炉等の前工程を対象外としたため、①石油消費動態統
計の直接加熱全体から特定燃料（コークス製造用炭、石炭、石炭コークス）を除いたも
の、②エネルギー消費統計（石油消費動態統計を含まない）の直接消費（原料用除く）
の合算値を母数とし算出した。 

 補注：国のエネルギーに関する統計値には高位発熱量（HHV）を用いていることから、
特段断りがない限り、表示の発熱量は高位発熱量である。 

 
図表２₋24 工業炉向けエネルギー消費量の推定フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

２．６ 工業炉向けエネルギー消費量 
（１） エネルギー消費量の概況 
 鉄鋼業のエネルギー消費量が 9 業種全体に対して約 8 割と大きな割合を占めている。

また工業炉向けのエネルギー消費量に絞って鉄鋼業は全体の約 65％を占める。 
 工業炉向けのエネルギー消費は工場全体のエネルギー消費の構成比で約 2 割と推定さ

れる。 
 鉄鋼業は燃料消費量の大半を占める高炉、コークス炉向けが、本調査の工業炉向けの対

象外であることから、工業炉向けのエネルギー消費の構成比は 2 割以下と低い。 
 窯業・土石製品製造業や非鉄金属製造業、金属製品製造業は、燃料のうち工業炉向けが

約 6割となっている。 
 各種機械器具製造業は、工業炉向けはエネルギー消費の構成比は全体の 2 割以下であ

り、工業炉以外でのエネルギー消費が多いことがわかる。 
 発熱量の値は高位発熱量（HHV）で表示。 
 

図表２₋23 エネルギー消費量の概況 
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（２） 工業炉向けエネルギー消費量：推定フロー 
 工業炉向けエネルギー消費量は、アンケート回答を基にした、工業炉保有率および工業

炉保有事業所におけるエネルギー消費量に占める工業炉向けの比率を用いて推定を行
った。 

 エネルギー消費統計の直接エネルギー投入量を母数とし、前述の比率を乗ずることで
算出した。アンケート回答事業所では使用していない燃料種もあるため、燃料は燃料合
計として推定した。 

 なお、鉄鋼業の燃料は、高炉、転炉等の前工程を対象外としたため、①石油消費動態統
計の直接加熱全体から特定燃料（コークス製造用炭、石炭、石炭コークス）を除いたも
の、②エネルギー消費統計（石油消費動態統計を含まない）の直接消費（原料用除く）
の合算値を母数とし算出した。 

 補注：国のエネルギーに関する統計値には高位発熱量（HHV）を用いていることから、
特段断りがない限り、表示の発熱量は高位発熱量である。 
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２．６ 工業炉向けエネルギー消費量 
（１） エネルギー消費量の概況 
 鉄鋼業のエネルギー消費量が 9 業種全体に対して約 8 割と大きな割合を占めている。

また工業炉向けのエネルギー消費量に絞って鉄鋼業は全体の約 65％を占める。 
 工業炉向けのエネルギー消費は工場全体のエネルギー消費の構成比で約 2 割と推定さ

れる。 
 鉄鋼業は燃料消費量の大半を占める高炉、コークス炉向けが、本調査の工業炉向けの対

象外であることから、工業炉向けのエネルギー消費の構成比は 2 割以下と低い。 
 窯業・土石製品製造業や非鉄金属製造業、金属製品製造業は、燃料のうち工業炉向けが

約 6割となっている。 
 各種機械器具製造業は、工業炉向けはエネルギー消費の構成比は全体の 2 割以下であ

り、工業炉以外でのエネルギー消費が多いことがわかる。 
 発熱量の値は高位発熱量（HHV）で表示。 
 

図表２₋23 エネルギー消費量の概況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

23

調査報告書：工業炉の脱炭素化に向けた実態調査

 
 
 
 

調調査査報報告告書書  

  

  

  

「「工工業業炉炉のの脱脱炭炭素素化化にに向向けけたた実実態態調調査査」」  

  

 

令令和和 77 年年 1122 月月  

 

 
 
 
  

1093100_本文.indd   231093100_本文.indd   23 2026/02/13   12:39:012026/02/13   12:39:01



 
 

（５）工業炉向けエネルギー消費量：回答事業所における工業炉向けエネルギー消費量 
 アンケート回答より得られた事業所における工業炉向けエネルギー消費量は、調査対

象 9 業種合計で約 161,000TJ であった。窯業・土石製品製造業は大手セメントメーカ
ーによる回答が多く、ロータリーキルンでのエネルギー消費量の影響が大きいものと
推測される。 

図表２₋27 回答事業所における工業炉向けエネルギー消費量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）工業炉向けエネルギー消費量：回答事業所におけるエネルギー消費量に占める工業炉

向け割合 
 アンケート回答より得られた事業所における工業炉向けエネルギー消費量は、工場全

体に対して全体で約 73%であった。電力が約 43%、燃料が約 82%となっている。 
 電力は冷凍機、動力など他需要も大きいことが要因とみられ、燃料はボイラや CGS な

ど蒸気需要の大きい業種では工業炉向け割合が低下するものとみられる。 
 

図表２₋28 回答事業所におけるエネルギー消費量に占める工業炉向けの割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（３）工業炉向けエネルギー消費量：業種別エネルギー投入量 
 調査対象 9 業種の直接エネルギー投入量では、鉄鋼業が約 8割を占め、影響が大きい。

他業種は鉄鋼業の 1/30～1/10 程度となっている。 
 鉄鋼業は原料としても用いられるコークス原料となる石炭の消費量が非常に大きく、

鉄鋼業の燃料投入量の約 6 割を占める。また、コークス炉ガス、高炉ガスなどの副生
ガスを有効活用しており、消費量が大きい。 

図表２₋25 業種別エネルギー投入量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）工業炉向けエネルギー消費量：回答事業所におけるエネルギー消費量 
 アンケート回答より得られた事業所における工場全体のエネルギー消費量は、調査対

象 9業種合計で約 221,000TJであった。 
 窯業・土石製品製造業のアンケート回答ベースのエネルギー消費量が他業種よりも多

いのは大手セメントメーカーによる回答が多かったためである。 
図表２₋26 回答事業所におけるエネルギー消費量 
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ーによる回答が多く、ロータリーキルンでのエネルギー消費量の影響が大きいものと
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（３）工業炉向けエネルギー消費量：業種別エネルギー投入量 
 調査対象 9 業種の直接エネルギー投入量では、鉄鋼業が約 8割を占め、影響が大きい。

他業種は鉄鋼業の 1/30～1/10 程度となっている。 
 鉄鋼業は原料としても用いられるコークス原料となる石炭の消費量が非常に大きく、
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（９）工業炉向けエネルギー消費量：工業炉向けエネルギー消費量 
 工業炉向けエネルギー消費量は約 22%と推定される。内訳は電力が約 31%、燃料が約

20%である。大型の電気炉が導入されている窯業・土石製品製造業、鉄鋼業は電力の工
業炉向け比率は高い傾向にある。 

 燃料は主にコークス炉、高炉等で消費される石炭が、本調査の工業炉向けの対象外とな
っている影響が大きい。 

図表２₋31 工業炉向けのエネルギー消費量（推定値） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

（７）工業炉向けエネルギー消費量：工業炉保有事業所のエネルギー消費量 
 アンケート回答事業所に占める工業炉保有事業所の割合（保有率）を、全体のエネルギ

ー消費量に乗じて、工業炉保有事業所全体のエネルギー消費量を算出した。 
 工業炉保有率の高い業種ほど、業種全体のエネルギー消費量に近い消費量となる。 

図表２₋29 工業炉保有事業所のエネルギー消費量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）工業炉向けエネルギー消費量：工業炉保有事業所の工業炉向けエネルギー消費量（燃

料） 
 燃料の工業炉向けエネルギー消費量については、直接エネルギー投入量をベースとす

ると、鉄鋼業では高炉、転炉等の前工程を対象外としたため、①石油消費動態統計の直
接加熱全体から特定燃料（コークス製造用炭、石炭、石炭コークス）を除いたもの、②
エネルギー消費統計（石油消費動態統計を含まない）の直接消費（原料用除く）の合算
値を母数とし算出した。 

図表２₋30 工業炉保有事業所のエネルギー消費量（燃料） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

26

調査報告書：工業炉の脱炭素化に向けた実態調査

 
 
 
 

調調査査報報告告書書  

  

  

  

「「工工業業炉炉のの脱脱炭炭素素化化にに向向けけたた実実態態調調査査」」  

  

 

令令和和 77 年年 1122 月月  

 

 
 
 
  

1093100_本文.indd   261093100_本文.indd   26 2026/02/13   12:39:012026/02/13   12:39:01



 
 

（９）工業炉向けエネルギー消費量：工業炉向けエネルギー消費量 
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ー消費量に乗じて、工業炉保有事業所全体のエネルギー消費量を算出した。 
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ると、鉄鋼業では高炉、転炉等の前工程を対象外としたため、①石油消費動態統計の直
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エネルギー消費統計（石油消費動態統計を含まない）の直接消費（原料用除く）の合算
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（３）カーボンニュートラル化の転換先として期待している燃料・熱源 
 再エネ電源/電気加熱への期待が最多となった。燃焼を継続する必要がある中では、メ

タネーションが最も多く挙げられ、水素、アンモニアが続いている。水素は実用化され
ている点も大きいとみられる。 

 その他はコスト次第という意見の他、原子力、廃棄物などが挙げられた。また、石油系
燃料から天然ガスへの転換需要も根強く残っている。 

 
図表２₋34 カーボンニュートラル化の転換先として期待している燃料・熱源 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４） カーボンニュートラル化に向けた課題 
 コスト増が最大の課題となっている。また、品質面や改修期間、設置スペースなどもボ

トルネックとなっている。 
 その他は情報不足、リソース不足やカーボンニュートラル化による効果が不透明など、

様々な意見が挙げられた。 
 

図表２₋35 カーボンニュートラル化に向けた課題 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

２．７ 工業炉のカーボンニュートラル化に関する見解 
工業炉のカーボンニュートラル化に関した質問に対して、業種別件数（事業所単位）での

回答結果を以下にまとめた。 
（１） カーボンニュートラル化に向けた設備改修の予定 
 カーボンニュートラル化に向けた工業炉の設備改修は未定としている事業所が約半数

を占めた。カーボンニュートラル化は政府目標も 2050年と長期を見据えていることか
ら、現時点では検討していないケースが大半とみられる。 

 改修予定がないとする事業所も約 1 割あり、インフラ側の問題と捉えている事業所も
一定数みられる。 

 その他は、将来的に工業炉を保有しない方針であることが多く挙げられた。 
 

図表２₋32 カーボンニュートラル化に向けた設備改修の予定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）カーボンニュートラル化に向けた設備改修の実施理由 
 設備改修の理由としては、省エネ法遵守が最多となった。企業価値向上も省エネ法遵守

に次ぐ理由となっている。 
 一方で、製品付加価値向上や取引先からの要請などの影響はまだ小さい状況にある。 
 その他は、親会社の方針や自主的な温暖化対策などが挙げられた。 

図表２₋33 カーボンニュートラル化に向けた設備改修の実施理由 
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（７）カーボンニュートラル化に必要な支援策 
 設備そのもの、および付帯設備やエンジニアリング費用などのイニシャルコストに対

する補助を希望する意見が中心となっている。 
 その他では技術的な情報提供、設置規制の緩和、補助金申請の簡易化、現状の手法以外

の代替案の提示などが挙げられた。 
図表２₋38 カーボンニュートラル化に必要な支援策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）省エネ技術採用動向 
 816 事業所のアンケート結果より得られた 1,764 基についての詳細情報を基に採用率

を算出した。 
 断熱強化は熱源によらず約 4 割の採用率であった。他技術に比べて採用率が高い。現

在は標準化しつつあり、更新・部分改修で採用が増えている。 
 排熱回収は燃焼炉では 3割弱、ハイブリッド炉では 2割弱であった。 

 
図表２₋39 省エネ技術採用行動 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

（５）カーボンニュートラル化に向けたイニシャルコストの許容範囲 
 カーボンニュートラル化に向けた設備改修のイニシャルコストを現状と同程度を希望

する意見が過半を占めた（未回答除く）。130%までのコスト増を許容する割合は 9 割
超となっている。 

 母数が小さいものの業務用機械器具製造業は、他業種に比べてイニシャルコスト増加
に対する許容範囲が広い。 

 
図表２₋36 カーボンニュートラル化に向けたイニシャルコストの許容範囲 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）カーボンニュートラル化に向けたランニングコストの許容範囲 
 カーボンニュートラル化に向けたランニングコストを現状と同程度を希望する意見が

約 6 割を占めた（未回答除く）。ランニングコスト 110%までの許容が約 8 割を占めて
おり、イニシャルコストに比べると許容範囲が狭くなっている。設備改修によるイニシ
ャルコスト増を、高効率化などのランニングメリットで回収することが慣習となって
いることが要因とみられる。 

 イニシャルコストと同様に母数が小さいものの業務用機械器具製造業は、他業種に比
べて許容範囲が広い。 

 
図表２₋37 カーボンニュートラル化に向けたランニングコストの許容範囲 
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 その他では技術的な情報提供、設置規制の緩和、補助金申請の簡易化、現状の手法以外

の代替案の提示などが挙げられた。 
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 816 事業所のアンケート結果より得られた 1,764 基についての詳細情報を基に採用率

を算出した。 
 断熱強化は熱源によらず約 4 割の採用率であった。他技術に比べて採用率が高い。現

在は標準化しつつあり、更新・部分改修で採用が増えている。 
 排熱回収は燃焼炉では 3割弱、ハイブリッド炉では 2割弱であった。 

 
図表２₋39 省エネ技術採用行動 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

（５）カーボンニュートラル化に向けたイニシャルコストの許容範囲 
 カーボンニュートラル化に向けた設備改修のイニシャルコストを現状と同程度を希望

する意見が過半を占めた（未回答除く）。130%までのコスト増を許容する割合は 9 割
超となっている。 

 母数が小さいものの業務用機械器具製造業は、他業種に比べてイニシャルコスト増加
に対する許容範囲が広い。 

 
図表２₋36 カーボンニュートラル化に向けたイニシャルコストの許容範囲 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）カーボンニュートラル化に向けたランニングコストの許容範囲 
 カーボンニュートラル化に向けたランニングコストを現状と同程度を希望する意見が

約 6 割を占めた（未回答除く）。ランニングコスト 110%までの許容が約 8 割を占めて
おり、イニシャルコストに比べると許容範囲が狭くなっている。設備改修によるイニシ
ャルコスト増を、高効率化などのランニングメリットで回収することが慣習となって
いることが要因とみられる。 

 イニシャルコストと同様に母数が小さいものの業務用機械器具製造業は、他業種に比
べて許容範囲が広い。 

 
図表２₋37 カーボンニュートラル化に向けたランニングコストの許容範囲 
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（２）金属用工業炉の保有状況（素材・用途・熱源別工業炉基数）（推定値） 
「製造分野の熱プロセスの脱炭素化」プロジェクトの主な対象となる金属用工業炉の保有
数をまとめた。 
 金属（鉄・非鉄）用工業炉は、全体 39,100 基のうち合計 36,700 基と推定される。素

材、用途、熱源別の詳細カテゴリーで分けると 200 基から 7,600 基と幅広い。今後、
用途や温度、容量、ユーザ業種、所在地などからカーボンニュートラル化に向けた工
業炉や使用燃料の置き換えについてのポテンシャルを見極める必要がある。 

 
図表３₋2 金属用工業炉の保有状況（素材・用途・熱源別工業炉基数）（推定値） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

３３章章  国国内内工工業業炉炉のの実実態態調調査査ままととめめ  

2 章のアンケート調査結果における主な結論を以下にまとめる。 
（１）国内工業炉の保有数（推定値）  
 9 業種における国内工業炉保有数は約 39,100 基となる。 
 内訳として、業種別では金属製品製造業（金属素形材製品製造業、ボルト・ナット・

リベット・小ねじ・木ねじ等製造業など）が約 1.4 万基と全体の約 37%を占めてい
る。同業種は金属製品産業の後工程を担うことも多いため、対象物のサイズが小さ
い。また様々な加工を施すため、多くの炉を保有する必要があることが要因とみられ
る。 

図表３₋1 国内工業炉の保有数（推定値） 
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 内訳として、業種別では金属製品製造業（金属素形材製品製造業、ボルト・ナット・

リベット・小ねじ・木ねじ等製造業など）が約 1.4 万基と全体の約 37%を占めてい
る。同業種は金属製品産業の後工程を担うことも多いため、対象物のサイズが小さ
い。また様々な加工を施すため、多くの炉を保有する必要があることが要因とみられ
る。 

図表３₋1 国内工業炉の保有数（推定値） 
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（４）業種別工業炉１基当たりの平均エネルギー消費量 
 図表 3-4 は業種別の工業炉保有数とエネルギー消費量についてまとめたものである。

業種別にエネルギー消費量を工業炉保有数で割った工業炉 1 基当たりの平均エネルギ
ー消費量を求めると鉄鋼業が大きく、次に窯業・土石製品製造業が大きい。これらの
業種では工業炉 1基あたりの規模が大きいことがわかる。 

 
図表３₋4 工業炉保有数およびエネルギー消費量のまとめ（推定値） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）エリア別工業炉状況（工業炉保有数）（推定値） 
 保有基数ベースでは中部地方が約 35％と最も多く、近畿、関東の順となっている。 
 主要工業地帯でも中京工業地帯（愛知、三重、岐阜）が最も多く、このうち愛知のみ

で 5,000基超となっている。基数では阪神工業地帯（大阪、兵庫）が次に多い。 
 

図表３₋5 エリア別工業炉状況（工業炉保有数）（推定値） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

工業炉保有数

（基） 電力 燃料 合計

窯業・土石製品製造業 1,538 4,184 24,835 133,080 157,915 37.7

鉄鋼業（高炉・転炉・電炉除き） 1,299 4,090 117,622 389,234 506,856 123.9

非鉄金属製造業 909 5,633 7,233 35,779 43,012 7.6

金属製品製造業 4,671 14,380 14,323 18,772 33,095 2.3

はん用機械器具製造業 1,774 2,765 2,913 4,719 7,632 2.8

生産用機械器具製造業 4,230 1,446 1,173 3,117 4,290 3.0

業務用機械器具製造業 1,223 438 472 56 528 1.2

情報通信機械器具製造業 497 184 121 43 164 0.9

輸送用機械器具製造業 3,999 5,978 12,330 14,932 27,262 4.6

合計 20,140 39,098 181,022 599,732 780,754 20.0

業種 事業所数（件）
（30人以上）

工業炉向け（TJ/年) 工業炉１基当たり
の平均エネルギー

消費量
（TJ/(基・年)）

 
 

（３）工業炉向けエネルギー消費量（電力・燃料・合計）（推定値） 
 工業炉向けエネルギー消費量は電力で 181PJ、燃料で 600PJ、合計 781PJと推定され

た。現状の燃料のエネルギー消費量をアンモニアで換算すると 2,667 万トン NH3相
当、水素で 423 万トン H2相当となる。 

 窯業・土石製品製造業、鉄鋼業（高炉・転炉・電炉除き）のエネルギー消費量が大き
い。 
 

図表３₋3 工業炉向けエネルギー消費量（電力・燃料・合計）（推定値） 
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（３）工業炉向けエネルギー消費量（電力・燃料・合計）（推定値） 
 工業炉向けエネルギー消費量は電力で 181PJ、燃料で 600PJ、合計 781PJと推定され

た。現状の燃料のエネルギー消費量をアンモニアで換算すると 2,667 万トン NH3相
当、水素で 423 万トン H2相当となる。 

 窯業・土石製品製造業、鉄鋼業（高炉・転炉・電炉除き）のエネルギー消費量が大き
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図表３₋3 工業炉向けエネルギー消費量（電力・燃料・合計）（推定値） 
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（７）エリア別工業炉状況（工業炉向け燃料消費量）（推定値） 
 工業炉向け燃料消費量は、関東が最も多く、近畿、中部、九州・沖縄がそれぞれ 2割

弱となっている。電力消費量と比較すると中国のシェアが大きく低下している。 
 工業地帯別では、京浜（東京、神奈川）が 4 地帯の中で最小となっており、関東の消

費量の多さは京葉・加島（千葉、茨城）の影響が非常に大きい。中京（愛知、三重、
岐阜）、阪神（大阪、兵庫）は 8 万 TJ 弱、北九州（福岡）は 6 万 TJ 弱となってい
る。 

 工業地帯別では阪神、中京、北九州が水素、アンモニア需要地として有望だが、エリ
ア別では関東、中国も候補となる。 

 
図表３₋7 エリア別工業炉状況（工業炉向け燃料消費量）（推定値） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

（６）エリア別工業炉状況（工業炉向け電力消費量）（推定値） 
 工業炉向け電力消費量は、中国が最も多く、中部、関東がそれぞれ 2 割程度、近畿、

九州・沖縄が約 15%とエリアによる偏りが小さい。 
 工業地帯では中京（愛知、三重、岐阜）が保有基数と同様に最も大きく、次いで阪神

（大阪、兵庫）、京葉・鹿島（千葉、茨城）となっている。京葉・鹿島（千葉、茨
城）、北九州（福岡）は保有基数に比べて消費量が大きくなっている。 

 
図表３₋6 エリア別工業炉状況（工業炉向け電力消費量）（推定値） 
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（６）エリア別工業炉状況（工業炉向け電力消費量）（推定値） 
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（９）工業炉（燃焼炉）の事業所規模別の燃料使用量等の分析 
 カーボンニュートラル燃料として水素あるいはアンモニア燃料を用いる場合、燃料使

用量を考察するために解析を行った。 
 図表３-9 は業種別の事業所数、工業炉保有数、工業炉向けの燃料量、さらには工業炉

1 基当たりの燃料使用量を計算したものである。工業炉 1基当たりの燃料使用量は鉄
鋼業および窯業・土石製品製造業が大きく、他の業種よりも大型の燃焼炉が用いられ
ていることが推察される。 
 

図表３₋9 業種別の事業数、工業炉保有数、燃料量等の状況 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 一方で同一業種内であっても大規模な事業所と中小規模の事業所では燃料使用量が

異なる。ここでエネルギー指定管理工場の事業所（以下、エネ管）を大規模事業所
と仮定、さらにエネルギー管理指定工場以外の事業所（以下、非エネ管）を中小規
模事業所と仮定した上でその平均的な規模感を比較した。図表３-10 は業種毎にエ
ネ管と非エネ管に分離した表であり、それを図にしたものが図表 3-11である。こ
こでは業種別の工業炉１基当たりの平均燃料使用量と規模別の平均工業炉保有数よ
りエネ管および非エネ管の事業所における平均燃料使用量を求めた。 

 
  

窯業・土石製品製造業 1,538 4,184 133,080 31.8
鉄鋼業（高炉、転炉、電炉除き） 1,299 4,090 389,234 95.2
非鉄金属製造業 909 5,633 35,779 6.4
金属製品製造業 4,671 14,380 18,772 1.3
はん用機械器具製造業 1,774 2,765 4,719 1.7
生産用機械器具製造業 4,230 1,446 3,117 2.2
業務用機械器具製造業 1,223 438 56 0.1
情報通信機械器具製造業 497 184 43 0.2
輸送用機械器具製造業 3,999 5,978 14,932 2.5

合計 20,140 39,098 599,732 15.3

工業炉１基当たり
の平均燃料量
（TJ/基)

業種 工業炉向け
燃料量（TJ)

事業所数
（従業員数30人以

上）

工業炉
保有数

 
 

（８）工業炉（燃焼炉）マップ（関東、中京、関西地区） 
 図表３-8 はアンケート調査で工業炉（燃焼炉）の保有回答のあった場所を示したマ

ッピングしたものである。このように沿岸部のみならず内陸部にも工業炉（燃焼
炉）が存在している。このことはカーボンニュートラル燃料（水素、アンモニア燃
料等）において海外からの海上輸送以外にも国内における陸上輸送対応の課題があ
ることがわかる。また沿岸部は主に工業地帯であるのに対して、内陸部は近隣に市
街地が広がっていることが推定されるため、内陸部への工業炉のカーボンニュート
ラル化を展開・拡大するためには工業炉利用に関する安全性への課題も考えられ
る。 

 
図表３₋8 工業炉マップ（関東、中京、関西地区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

38

調査報告書：工業炉の脱炭素化に向けた実態調査

 
 
 
 

調調査査報報告告書書  

  

  

  

「「工工業業炉炉のの脱脱炭炭素素化化にに向向けけたた実実態態調調査査」」  

  

 

令令和和 77 年年 1122 月月  

 

 
 
 
  

1093100_本文.indd   381093100_本文.indd   38 2026/02/13   12:39:032026/02/13   12:39:03



 
 

（９）工業炉（燃焼炉）の事業所規模別の燃料使用量等の分析 
 カーボンニュートラル燃料として水素あるいはアンモニア燃料を用いる場合、燃料使

用量を考察するために解析を行った。 
 図表３-9 は業種別の事業所数、工業炉保有数、工業炉向けの燃料量、さらには工業炉

1 基当たりの燃料使用量を計算したものである。工業炉 1基当たりの燃料使用量は鉄
鋼業および窯業・土石製品製造業が大きく、他の業種よりも大型の燃焼炉が用いられ
ていることが推察される。 
 

図表３₋9 業種別の事業数、工業炉保有数、燃料量等の状況 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 一方で同一業種内であっても大規模な事業所と中小規模の事業所では燃料使用量が

異なる。ここでエネルギー指定管理工場の事業所（以下、エネ管）を大規模事業所
と仮定、さらにエネルギー管理指定工場以外の事業所（以下、非エネ管）を中小規
模事業所と仮定した上でその平均的な規模感を比較した。図表３-10 は業種毎にエ
ネ管と非エネ管に分離した表であり、それを図にしたものが図表 3-11である。こ
こでは業種別の工業炉１基当たりの平均燃料使用量と規模別の平均工業炉保有数よ
りエネ管および非エネ管の事業所における平均燃料使用量を求めた。 

 
  

窯業・土石製品製造業 1,538 4,184 133,080 31.8
鉄鋼業（高炉、転炉、電炉除き） 1,299 4,090 389,234 95.2
非鉄金属製造業 909 5,633 35,779 6.4
金属製品製造業 4,671 14,380 18,772 1.3
はん用機械器具製造業 1,774 2,765 4,719 1.7
生産用機械器具製造業 4,230 1,446 3,117 2.2
業務用機械器具製造業 1,223 438 56 0.1
情報通信機械器具製造業 497 184 43 0.2
輸送用機械器具製造業 3,999 5,978 14,932 2.5

合計 20,140 39,098 599,732 15.3

工業炉１基当たり
の平均燃料量
（TJ/基)

業種 工業炉向け
燃料量（TJ)

事業所数
（従業員数30人以

上）

工業炉
保有数

 
 

（８）工業炉（燃焼炉）マップ（関東、中京、関西地区） 
 図表３-8 はアンケート調査で工業炉（燃焼炉）の保有回答のあった場所を示したマ

ッピングしたものである。このように沿岸部のみならず内陸部にも工業炉（燃焼
炉）が存在している。このことはカーボンニュートラル燃料（水素、アンモニア燃
料等）において海外からの海上輸送以外にも国内における陸上輸送対応の課題があ
ることがわかる。また沿岸部は主に工業地帯であるのに対して、内陸部は近隣に市
街地が広がっていることが推定されるため、内陸部への工業炉のカーボンニュート
ラル化を展開・拡大するためには工業炉利用に関する安全性への課題も考えられ
る。 

 
図表３₋8 工業炉マップ（関東、中京、関西地区） 
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